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資料 5－1 

Ⅰ. はじめに 

   本補足説明資料は，以下の説明書についての内容を補足するものである。 

   本補足説明資料と添付書類との関連を表－1に示す。 

 

   ・Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうち， 

Ⅵ-1-1-3-5「外部火災への配慮に関する説明書」 
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表
－
1 

補
足
説
明
資
料
と
添
付
書
類
と
の
関
連
 

工
事
計
画
添
付
書
類
に
係
る
補
足

説
明
資
料
（
外
部
火
災
）
 

該
当
添
付
書
類
 

資
料

5 
外
部
火
災
へ
の
配
慮
に
関
す
る
説
明
書
に
係
る
補
足
説
明
資
料
 

 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5 

外
部
火
災
へ
の
配
慮
に
関
す
る
説
明
書
 

 

1
.
 

外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施

設
の
選
定
に
つ
い
て
 

 
Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
1
 
外
部
火
災
へ
の
配
慮
に
関
す
る
基
本
方
針
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
2
 
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
 

2
.
 

発
電
所
敷
地
内
の
火
災
に
つ
い
て
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
3
 
外
部
火
災
防
護
に
お
け
る
評
価
の
基
本
方
針
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
4
 
外
部
火
災
防
護
に
関
す
る
許
容
温
度
設
定
根
拠
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
5
 
外
部
火
災
防
護
に
お
け
る
評
価
方
針
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
6
 
外
部
火
災
防
護
に
お
け
る
評
価
条
件
及
び
評
価
結
果
 

3
.
 

発
電
所
敷
地
外
の
火
災
・
爆
発
に

つ
い
て
 

4
.
 

ば
い
煙
及
び
有
毒
ガ
ス
の
影
響
評

価
に
つ
い
て
 

Ⅵ
-
1
-
1-
3
-
5-
7
 
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
及
び
有
毒
ガ
ス
に
対
す
る
設
計
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1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定について 
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資料 5－1－1 

1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定について 

  外部火災より防護すべき施設は，発電用原子炉施設の安全性を確保するため，「発電用軽水型原

子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定されている安全重要度分類のクラス

１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器並びに重大事故等対処設備のうち，安

全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上その機能に期待するクラス３に属する構築物，

系統及び機器に加え，それらを内包する建屋（以下「外部事象防護対象施設」という。）並びに重

大事故等対処設備とする。 

  外部火災の影響について評価を行う施設（以下「外部火災の影響を考慮する施設」という。）は，

外部火災より防護すべき施設の中から，施設の設置場所，構造を考慮して選定する。 

  外部事象防護対象施設に係る外部火災の影響を考慮する施設を図 1－1のフローに従い選定し，

選定結果を表 1－1に示す。 

  外部火災の影響を考慮する施設には，外部事象防護対象施設の安全性を損なわないために防護

措置として設置する防護対策施設を含める。防護対策施設に係る外部火災の影響を考慮する施設

は，屋外の外部事象防護対象施設の防護措置として外部火災からの防護を目的に設置する防護対

策施設を選定する。 

  重大事故等対処設備については，屋内の重大事故等対処設備についてはそれらを内包する建屋

にて防護し，屋外の重大事故等対処設備については位置的分散にて対応することから，影響を考

慮する施設としては選定しない。 

  以上の内容を踏まえて外部火災の影響を考慮する施設を選定した結果を表 1－2に示す。 

  また，外部火災による二次的影響（ばい煙）を考慮し，外部事象防護対象施設に係る二次的影

響（ばい煙）を考慮する施設を図 1－2のフローに従い選定し，選定結果を表 1－3及び表 1－4に

示す。 

 

 

 

6



 

 

資料 5－1－2 

 

図
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
フ
ロ
ー
 

 

注
記

＊
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事
象
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し
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築
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統
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器
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そ
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＊
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設
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屋
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設
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重
大

事
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設
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設
計
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設
備

等
の

安
全

機
能

と
同

時
に

そ
の

機
能

を
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な
わ

な
い
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と

を
確

認
す

る
観

点
で

選
定

す
る
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・
原
子
炉
建
屋
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
海
水
熱
交

換
器
区

域
 

・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
軽
油
タ
ン
ク
 

・
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用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
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設
備
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ポ

ン
プ
 

・
主
排
気
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非
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用
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処
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系

排
気

管
 

外
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事
象
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護
対
象
施
設

＊
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発
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所
構
内
の
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

Y
e
s 

N
o 

抽
出
 

外
部
火
災
に
対
し
て
機
能
維
持
す
る
，
又
は
，
外
部
火

災
に
よ
る
損
傷
を
考
慮
し
て
，
代
替
設
備
に
よ
る
機
能

維
持
や
安
全
上
支
障
の
な
い
期
間
で
の
修
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等
の
対
応

が
可
能

 

N
o 

外
部
火
災
に
よ
っ
て
そ
の
安
全
機
能
が
損
な
わ
れ
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
施
設
 

（
安
全
重
要
度
分
類
の
ク
ラ
ス
１
，
ク
ラ
ス
２
及
び
ク
ラ
ス
３
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
）
 

屋
外
に
設
置
し
て
い
る
施
設

＊
2  

Y
e
s 

Y
e
s 

N
o 
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価
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了
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施
設
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す
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よ
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防
護
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２

 

Ｓ
ｔ
ｅ
ｐ
１

 

7



 

 

資料 5－1－3 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
結
果
（
1
/5
）
 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

を
内
包
す
る
施
設
（
原
子

炉
建
屋
，
タ
ー
ビ
ン
建
屋

海
水
熱
交
換
器
区
域
，
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
，
廃
棄

物
処
理
建
屋
）
 

P
S
-
1
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
機
器
・
配
管
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

過
剰
反
応
度
の
印
加
防
止
機
能
 

・
制
御
棒
カ
ッ
プ
リ
ン

グ
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

炉
心
形
状
の
維
持
機
能
 

・
炉
心
支
持
構
造
物
 

・
燃
料
集
合
体
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

M
S
-
1
 

原
子
炉
の
緊
急
停
止
機
能
 

・
原
子
炉
停
止
系
の
制

御
棒
に
よ
る
系
 

 
（
制
御
棒
，
制
御
棒

駆
動
系
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

未
臨
界
維
持
機
能
 

・
原
子
炉
停
止
系
 

 
（
制
御
棒
に
よ
る
系

，
ほ
う
酸
水
注
入
系
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
防

止
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全

弁
 

 
（
安
全
弁
と
し
て
の

開
機
能
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

原
子
炉
停
止
後
の
除
熱
機
能
 

・
残
留
熱
を
除
去
す
る

系
統
 

 
（
残

留
熱
除

去
系

（
原
子

炉
停

止
時
冷

却
モ

ー
ド

）
，
原

子
炉
隔

離
時
冷
却
系
，
高
圧
炉
心
注
水
系
，
主
蒸
気
逃
が
し
安

全
弁
（
手

動
逃
が
し
機
能
）
，

自
動
減
圧
系
（
手
動
逃
が
し
機
能
）
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ

ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
復
水
補
給
水
系
（
復

水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

炉
心
冷
却
機
能
 

・
非
常
用
炉
心
冷
却
系

 

 
（
残

留
熱
除

去
系

（
低
圧

注
水

モ
ー
ド

）
，

原
子

炉
隔
離

時
冷
却

系
，
高
圧
炉
心
注
水
系
，
自
動
減
圧
系
（
主
蒸
気
逃
が
し
安
全

弁
）
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ

ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
復
水
補
給
水
系
（
復

水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

放
射
性
物
質
の
閉
じ
込
め
機
能
，
放
射
線
の

遮
蔽
及
び
放
出
低
減
機
能
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

隔
離

弁
及

び
原

子
炉

格
納

容
器

バ
ウ

ン
ダ

リ

配
管
 

・
主
蒸
気
流
量
制
限
器

 

・
残
留
熱
除
去
系
（
格

納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
モ
ー
ド
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
原
子
炉
建
屋
原
子
炉

区
域
（
ブ
ロ
ー
ア
ウ
ト
パ
ネ
ル
付
き
）
 

屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

原
子
炉
建
屋
 

◯
 

 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 
R
/
B
，
屋
外
 

（
主
排
気
筒
）
 

◯
 

―
 

非
常
用
ガ
ス
処
理

系
排
気
管
 

―
 

 

・
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
主
排
気
筒
（
非
常
用

ガ
ス
処
理
系
排
気
管
の
支
持
機
能
）
 

屋
外
 

◯
 

―
 

主
排
気
筒
 

―
 

 

・
遮
蔽
設
備
（
原
子
炉

遮
蔽
壁
，
一
次
遮
蔽
壁
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
遮
蔽
設
備
（
二
次
遮

蔽
壁
）
 

屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

原
子
炉
建
屋
 

◯
 

 

工
学
的
安
全
施
設
及
び
原
子
炉
停
止
系
へ
の

作
動
信
号
の
発
生
機
能
 

・
安
全
保
護
系
 

R
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
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価
対
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施
設
 

○
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S
 
✕
：
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o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
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評
価
完
了
 

表
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
結
果
（
2
/5
）
 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る

，
又

は
，
損
傷
を
考

慮
し

て
，
代
替
設
備

に
よ

る
機
能
維
持
や

安
全

上
支
障
の
な
い

期
間

で
の
修
復
等
の

対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

を
内
包
す
る
施
設
（
原
子

炉
建
屋
，
タ
ー
ビ
ン
建
屋

海
水
熱
交
換
器
区
域
，
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
，
廃
棄

物
処
理
建
屋
）
 

M
S
-
1
 

安
全
上
特
に
重
要
な
関
連
機
能
 

・
非
常
用
交
流
電
源
系

 

 
（
発
電
機
か
ら
非
常
用
負
荷
ま
で
の
配
電
設
備
及
び
電
路
）

 
R
/
B
，
T
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

 

 
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備
吸
気
系
含
む
）

 
R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
軽
油
タ
ン
ク
 

屋
外
 

◯
 

―
 

軽
油
タ
ン
ク
 

―
 

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

設
備
燃
料
移
送
系
 

屋
外
 

◯
 

―
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
設
備
燃
料

移
送
ポ
ン
プ
 

―
 

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

設
備

燃
料

移
送

系
へ

の
外

部
火

災
に

よ
る

影
響

を
考
慮
し
，
防
護
対
策
に
対
す
る
影
響

を
評
価
す
る
。
 

・
中
央
制
御
室
及
び
遮
蔽

 

・
中
央
制
御
室
換
気
空
調
系

 
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系

 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
海
水
系

 
R
/
B
，
T
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
非
常
用
直
流
電
源
系

 

・
計
測
制
御
用
電
源
設
備

 
R
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

P
S
-
2
 

原
子
炉
冷
却
材
を
内
蔵
す
る
機
能
 

（
た
だ
し
，
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
計
装
等
の
小
口
径
の
も

の
及
び
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接
接
続
さ
れ
て
い
な

い
も
の
は
除
く
。
）
 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系

 

 
（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
外
れ
る
部
分

）
 

・
主
蒸
気
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
タ
ー
ビ
ン
蒸
気
供
給
ラ
イ
ン

 
R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接
接
続

さ
れ
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
，
放
射
性
物
質

を
貯
蔵
す
る
機
能
 

・
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル

 

 
（
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含
む

）
 

・
新
燃
料
貯
蔵
設
備
 

 
（
臨
界
を
防
止
す
る
機
能
）

 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
気
体
廃
棄
物
処
理
系

 

 
（
活
性
炭
式
希
ガ
ス
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
塔
）

 
T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

（
＊
）
 

注
記
＊
：
別
紙

1
に
示
す
と
お
り
，
タ

ー
ビ
ン
建
屋
の
外
壁
，
更
に
複
数
の
壁

が
あ
る
こ
と
か
ら
影
響
な
し
。
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資料 5－1－5 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
結
果
（
3
/5
）
 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

を
内
包
す
る
施
設
（
原
子

炉
建
屋
，
タ
ー
ビ
ン
建
屋

海
水
熱
交
換
器
区
域
，
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
，
廃
棄

物
処
理
建
屋
）
 

P
S
-
2
 

燃
料
を
安
全
に
取
り
扱
う
機
能
 

・
燃
料
取
替
機
 

・
原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー

ン
 

・
原
子
炉
ウ
ェ
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

安
全
弁
及
び
逃
が
し
弁
の
吹
き
止
ま
り
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全

弁
 

 
（
吹
き
止
ま
り
機
能

に
関
連
す
る
部
分
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

M
S
-
2
 

安
全
上
特
に
重
要
な
関
連
機
能
の
間
接
関
連
系
 

・
非
常
用
交
流
電
源
系

空
調
 

 
（
非
常
用
電
気
品
区

域
換
気
空
調
系
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
設
備
非
常
用
送
風
機
含
む
）
，
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
計

測
制
御
電
源
盤
区
域
換
気
空
調
系
，
海
水
熱
交
換
器
区
域
換

気
空
調
系
）
 

R
/
B
，
T
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
の
補
給
機
能
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
使

用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
の
補
給
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ

ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

放
射
性
物
質
放
出
の
防
止
機
能
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄

化
系
の
燃
料
プ
ー
ル
入
口
逆
止
弁
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
原

子
炉

建
屋

原
子

炉
区

域
（

ブ
ロ

ー
ア

ウ
ト

パ
ネ

ル
付

き
）

 
屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

原
子
炉
建
屋
 

◯
 

 

・
気
体
廃
棄
物
処
理
系

（
O
G
系
）
隔
離
弁
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

（
＊
）
 

注
記
＊
：
別
紙

1
に
示
す
と
お
り
，
タ

ー
ビ
ン
建
屋
の
外
壁
，
更
に
複
数
の
壁

が
あ
る
こ
と
か
ら
影
響
な
し
。
 

・
主
排
気
筒
 

 
（
非
常
用
ガ
ス
処
理

系
排
気
管
の
支
持
機
能
以
外
の
部
分
）
 

屋
外
 

◯
 

―
 

主
排
気
筒
 

―
 

 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 
R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

事
故
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態
の
把
握
機
能
 

・
事
故
時
監
視
計
器
の

一
部
 

 
（
格
納
容
器
エ
リ
ア

モ
ニ
タ
等
）
 

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

制
御
室
外
か
ら
の
安
全
停
止
機
能
 

・
制
御
室
外
原
子
炉
停

止
装
置
 

 
（
安
全
停
止
に
関
連

す
る
も
の
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
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資料 5－1－6 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
結
果
（
4
/5
）
 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る

，
又

は
，
損
傷
を
考

慮
し

て
，
代
替
設
備

に
よ

る
機
能
維
持
や

安
全

上
支
障
の
な
い

期
間

で
の
修
復
等
の

対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

を
内
包
す
る
施
設
（
原
子

炉
建
屋
，
タ
ー
ビ
ン
建
屋

海
水
熱
交
換
器
区
域
，
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
，
廃
棄

物
処
理
建
屋
）
 

P
S
-
3
 

原
子
炉
冷
却
材
保
持

機
能
 

（
P
S
-
1
，
P
S
-
2
以

外
の
も
の
）
 

・
原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ
か

ら
除

外
さ

れ
る
計
装
等

の
小
口
径
配
管
，
弁
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

原
子
炉
冷
却
材
の
循

環
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

放
射
性
物
質
の
貯
蔵

機
能
 

・
圧
力
抑
制
室
プ
ー
ル
水
排
水
系
 

 
（
圧
力
抑
制
室
プ
ー
ル
水
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
）
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
復
水
貯
蔵
槽
 

・
液
体
廃
棄
物
処
理
系
 

・
固
体
廃
棄
物
処
理
系
 

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

・
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
固
体
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
焼
却
炉
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
新
燃
料
貯
蔵
設
備
 

・
新
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

・
使
用
済
燃
料
輸
送
容
器
保
管
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

電
源
供
給
機
能
 

（
非
常
用
を
除
く
）

 

・
タ
ー
ビ
ン
 

・
発
電
機
及
び
励
磁
装
置
 

・
復
水
系
（
復
水
器
を
含
む
）
 

・
給
水
系
 

・
循
環
水
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
送
電
線
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
）
に
よ
り
機
能
維
持
可
能
。
 

・
変
圧
器
 

・
開
閉
所
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
）
に
よ
り
機
能
維
持
可
能
。
 

プ
ラ
ン
ト
計
測
・
制

御
機
能
 

（
安
全
保
護
機
能
を

除
く
）
 

・
原
子
炉
制
御
系
（
制
御
棒
価
値
ミ
ニ
マ
イ
ザ
含
む
）
 

・
原
子
炉
核
計
装
系
の
一
部
 

・
原
子
炉
プ
ラ
ン
ト
プ
ロ
セ
ス
計
装
の
一
部
 

C
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

プ
ラ
ン
ト
運
転
補
助

機
能
 

・
所
内
ボ
イ
ラ
設
備
 

補
助
ボ
イ
ラ
建
屋
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
所
内
蒸
気
系
及
び
戻
り
系
 

R
/
B
，
T
/
B
，
R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
計
装
用
圧
縮
空
気
系
 

R
/
B
，
T
/
B
，
C
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
水

系
（
M
S
-
1
関
連
以
外
）
（
配
管
／
弁
）
 

R
/
B
，
T
/
B
，
R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
水
系
 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
海
水
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
復
水
補
給
水
系
（
復
水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

核
分

裂
生

成
物

の
原

子
炉

冷
却

材
中

の
放

散
防

止
機
能
 

・
燃
料
被
覆
管
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

原
子
炉
冷
却
材
の
浄

化
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

・
復
水
浄
化
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
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資料 5－1－7 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
1
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
外
部
火
災
の
影
響
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
結
果
（
5
/5
）
 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

を
内
包
す
る
施
設
（
原
子

炉
建
屋
，
タ
ー
ビ
ン
建
屋

海
水
熱
交
換
器
区
域
，
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
，
廃
棄

物
処
理
建
屋
）
 

M
S
-
3
 

原
子
炉
圧
力
上
昇
の
緩
和
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
（
逃
が
し
弁
機
能
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

（
＊
）
 

注
記
＊
：
別
紙

1
に
示
す
と
お
り
，
タ

ー
ビ
ン
建
屋
の
外
壁
，
更
に
複
数
の
壁

が
あ
る
こ
と
か
ら
影
響
な
し
。
 

出
力
上
昇
の
抑
制
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
流
量
制
御
系
 

 
（
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
）
 

・
制
御
棒
引
抜
監
視
装
置
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

原
子
炉
冷
却
材
の
補
給
機
能
 

・
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

原
子

炉
冷

却
材

の
再

循
環

流
量

低
下

の
緩

和
機

能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
ポ
ン
プ

M
G
セ
ッ
ト
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

◯
 

 

緊
急

時
対

策
上

重
要

な
も

の
及

び
異

常
状

態
の

把
握
機
能
 

・
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
 

R
/
B
（
5
号
機
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

外
部

火
災

に
対

し
て

影
響

な
い

こ
と

を
確
認
。
 

・
試
料
採
取
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

・
通

信
連

絡

設
備
 

・
所
外
通
信
 

・
有
線
系
 

各
建
屋
 

（
地
下
設
備
 

含
む
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

送
電
鉄
塔
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
衛
星
系
）
に
よ
り
機
能
維

持
可
能
。
 

・
所
内
通
信
 

・
有
線
系
 

各
建
屋
 

（
地
下
設
備
 

含
む
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
放

射
線

監

視
設
備
 

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
）
に
よ
り
機
能
維
持
可
能
。
 

・
移
動
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
 

可
搬
型

S
A
設
備
保
管

場
所
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
移
動
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
の
代
替
測
定
装
置
）
に
よ
り
機
能
維

持
可
能
。
 

・
気
体

廃
棄

物
処

理
系
設

備
エ

リ
ア

排
気
放

射
線
モ
ニ
タ
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

（
＊
）
 

注
記
＊
：
別
紙

1
に
示
す
と
お
り
，
タ

ー
ビ
ン
建
屋
の
外
壁
，
更
に
複
数
の
壁

が
あ
る
こ
と
か
ら
影
響
な
し
。
 

・
事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

R
/
B
，
T
/
B
，
C
/
B
，

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
 

気
象
観
測
 

設
備
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

代
替
設
備
（
可
搬
型
気
象
観
測
設
備
）

に
よ
り
機
能
維
持
可
能
。
 

・
津
波
監
視
カ
メ
ラ
 

R
/
B
，
屋
外
 

（
主
排
気
筒
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
消
火
系
 

給
水
建
屋
 

水
処
理
建
屋
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

ろ
過
水
タ
ン
ク
 

（
屋
外
配
管
含
む
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

泡
消
火
設
備
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

損
傷
し
た
場
合
，
補
修
を
実
施
。
 

・
安
全
避
難
通
路
 

・
非
常
用
照
明
 

各
建
屋
内
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

屋
内
設
備
の
た
め
影
響
な
し
。
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表 1－2 外部火災の影響を考慮する施設の選定結果 

分類 外部火災の影響を考慮する施設 

外

部

事

象

防

護

対

象

施

設 

外部事象防護対象施設を内包する建屋 

・原子炉建屋 

・タービン建屋海水熱交換器区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

屋外の外部事象防護対象施設（建屋を除

く。） 

・軽油タンク 

・非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気管 

防護対策施設 
・非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ

防護板 
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図
1
－
2
 
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る
施
設
の
選
定
フ
ロ
ー
 

 

注
記

＊
1
 
：

外
部

事
象

に
対

し
必

要
な

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

並
び

に
そ

れ
ら

を
内

包
す

る
建

屋
 

＊
2
 
：

ば
い

煙
に

よ
り

機
能

に
影

響
を

受
け

る
屋

外
の

外
部

事
象

防
護

対
象

施
設

は
な

い
。

 

＊
3
 
：

中
央

制
御

室
換

気
空

調
系

以
外

の
換

気
空

調
系

つ
い

て
は

，
空

調
フ

ァ
ン

を
停

止
す

る
こ

と
で

ば
い

煙
の

侵
入

を
阻

止
す

る
設

計
と

す
る

。
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設

＊
1  

発
電
所
構
内
の
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

Y
e
s 

N
o 

抽
出
 

N
o 

二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
に
よ
っ
て
そ
の
安
全
機
能
が
損
な
わ
れ
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
施
設
 

（
安
全
重
要
度
分
類
の
ク
ラ
ス
１
，
ク
ラ
ス
２
及
び
ク
ラ
ス
３
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
）
 

屋
外
に
設
置
し
て
い
る
施
設

 

Y
e
s 

N
o 

N
o 

室
内
の
空
気
を
取
り
込
む
機
器

 

評
価
完
了

＊
2  

（
対
象
な
し
）
 

評
価
完
了
 

外
気
を
設
備
内
に
取
り
込
む
機
器

 
外
気
を
取
り
込
む
空
調
系
統

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

 
・
安
全
保
護
系

 

N
o 

・
換
気
空
調
系

＊
3  

Y
e
s 

Ｓ
ｔ
ｅ
ｐ
１

 

Ｓ
ｔ
ｅ
ｐ
２

 

Y
e
s 

Ｓ
ｔ
ｅ
ｐ
３

 
Ｓ

ｔ
ｅ
ｐ
４

 
Ｓ

ｔ
ｅ
ｐ
５

 

二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
に
対
し
て
機
能
維
持
す
る
，
又
は
，
二
次
的

影
響

（
ば

い
煙
）

に
よ

る
損
傷

を
考

慮
し
て

，
代
替

設
備

に
よ
る

機
能
維
持
や
安
全
上
支
障
の
な
い
期
間
で
の
修
復
等
の
対
応
が
可
能

 

Y
e
s 

Y
e
s 

N
o 
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：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
3
 
外
部
事

象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る

施
設
の
選
定
結
果
（
1
/
5）

 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

S
T
E
P
3
 

S
T
E
P
4
 

S
T
E
P
5
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
気
を
取
り

込
む
空
調
系

統
 

外
気
を
設
備

内
に
取
り
込

む
機
器
 

室
内
の
空
気

を
取
り
込
む

機
器
 

P
S
-
1
 

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ

機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
機
器
・
配
管

系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

過
剰
反
応
度
の
印
加
防
止
機
能

 
・
制
御
棒
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

炉
心
形
状
の
維
持
機
能

 
・
炉
心
支
持
構
造
物
 

・
燃
料
集
合
体
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

M
S
-
1
 

原
子
炉
の
緊
急
停
止
機
能

 
・
原
子
炉
停
止
系
の
制
御
棒
に
よ
る
系
 

 
（
制
御
棒
，
制
御
棒
駆
動
系
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

未
臨
界
維
持
機
能
 

・
原
子
炉
停
止
系
 

 
（
制
御
棒
に
よ
る
系
，
ほ
う
酸
水
注
入
系
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ

の
過
圧
防
止
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
 

 
（
安
全
弁
と
し
て
の
開
機
能
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

原
子
炉
停
止
後
の
除
熱
機
能

 

・
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
 

 
（
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
，
原
子

炉
隔
離

時
冷
却

系
，

高
圧
炉

心
注

水
系
，

主
蒸

気
逃

が

し
安
全
弁
（
手
動
逃
が
し
機
能
）
，
自
動
減
圧
系
（
手

動

逃
が
し
機
能
）
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
復
水
補
給
水
系
（
復
水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

炉
心
冷
却
機
能
 

・
非
常
用
炉
心
冷
却
系
 

 
（
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
，
原
子
炉

隔
離
時

冷
却
系

，
高
圧

炉
心

注
水
系

，
自

動
減
圧

系
（

主
蒸

気

逃
が
し
安
全
弁
）
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
復
水
補
給
水
系
（
復
水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

放
射
性
物
質
の
閉
じ
込
め
機
能
，
放

射
線
の
遮
蔽
及
び
放
出
低
減
機
能

 

・
原
子
炉
格
納
容
器
 

・
原
子
炉

格
納

容
器
隔

離
弁
及

び
原
子

炉
格

納
容
器

バ
ウ
ン

ダ
リ
配
管
 

・
主
蒸
気
流
量
制
限
器
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
モ
ー
ド
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
原
子
炉
建
屋
原
子
炉
区
域
（
ブ
ロ
ー
ア
ウ
ト
パ
ネ
ル
付
き
）
 

屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

R
/
B
，
屋
外
 

（
主
排
気
筒
）
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
主
排
気
筒
（
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
管
の
支
持
機
能
）
 

屋
外
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
遮
蔽
設
備
（
原
子
炉
遮
蔽
壁
，
一
次
遮
蔽
壁
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
遮
蔽
設
備
（
二
次
遮
蔽
壁
）
 

屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

工
学

的
安

全
施

設
及

び
原

子
炉

停

止
系
へ
の
作
動
信
号
の
発
生
機
能

 
・
安
全
保
護
系
 

R
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

安
全
保
護
系
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：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
3
 
外
部
事

象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る

施
設
の
選
定
結
果
（
2
/
5）

 

分
類

 
機
能

 
構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

S
T
E
P
3
 

S
T
E
P
4
 

S
T
E
P
5
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
気
を
取
り

込
む
空
調
系

統
 

外
気
を
設
備

内
に
取
り
込

む
機
器
 

室
内
の
空
気

を
取
り
込
む

機
器
 

M
S
-
1
 

安
全
上
特
に
重
要
な

関
連
機
能
 

・
非
常
用
交
流
電
源
系
 

 
（
発
電
機
か
ら
非
常
用
負
荷
ま
で
の
配
電
設
備
及
び
電
路
）
 

R
/
B
，
T
/
B
，

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

 
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備
吸
気
系
含
む
）
 

R
/
B
 

○
 

―
 

✕
 

✕
 

非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電

機
 

―
 

 

・
軽
油
タ
ン
ク
 

屋
外
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備
燃
料
移
送
系
 

屋
外
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
中
央
制
御
室
及
び
遮
蔽
 

・
中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
 

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

換
気
空
調
系
 

―
 

―
 

 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
海
水
系
 

R
/
B
，
T
/
B
，

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
非
常
用
直
流
電
源
系
 

・
計
測
制
御
用
電
源
設
備
 

R
/
B
，
C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

P
S
-
2
 

原
子
炉
冷
却
材
を
内

蔵
す
る
機
能
 

（
た
だ
し
，
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン

ダ
リ

か
ら

除
外

さ
れ

て
い

る

計
装

等
の

小
口

径
の

も
の

及
び

バ

ウ
ン

ダ
リ

に
直

接
接

続
さ

れ
て

い

な
い
も
の
は
除
く
。
）

 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
 

 
（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
外
れ
る
部
分
）
 

・
主
蒸
気
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
タ
ー
ビ
ン
蒸
気
供
給
ラ
イ
ン
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ

に
直

接
接

続
さ

れ
て

い
な

い
も

の

で
あ
っ
て
，
放
射
性
物
質
を
貯
蔵
す

る
機
能
 

・
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
 

 
（
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含
む
）
 

・
新
燃
料
貯
蔵
設
備
 

 
（
臨
界
を
防
止
す
る
機
能
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
気
体
廃
棄
物
処
理
系
 

 
（
活
性
炭
式
希
ガ
ス
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
塔
）
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
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：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
3
 
外
部
事

象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る

施
設
の
選
定
結
果
（
3
/
5）

 

分
類
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

S
T
E
P
3
 

S
T
E
P
4
 

S
T
E
P
5
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
気
を
取
り

込
む
空
調
系

統
 

外
気
を
設
備

内
に
取
り
込

む
機
器
 

室
内
の
空
気

を
取
り
込
む

機
器
 

P
S
-
2
 

燃
料
を
安
全
に
取
り
扱
う
機
能
 

・
燃
料
取
替
機
 

・
原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー
ン
 

・
原
子
炉
ウ
ェ
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

安
全

弁
及

び
逃

が
し

弁
の

吹
き

止

ま
り
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
 

 
（
吹
き
止
ま
り
機
能
に
関
連
す
る
部
分
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

M
S
-
2
 

安
全

上
特

に
重

要
な

関
連

機
能

の

間
接
関
連
系
 

・
非
常
用
交
流
電
源
系
空
調
 

 
（
非
常
用
電
気
品
区
域
換
気
空
調
系
（
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電
設
備
非
常
用
送
風
機

含
む
）
，
コ
ン
ト

ロ
ー
ル

建
屋

計
測
制
御
電
源
盤
区
域
換
気
空
調
系
，
海
水
熱
交
換
器
区

域
換
気
空
調
系
）
 

R
/
B
，
T
/
B
，

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

換
気
空
調
系
 

―
 

―
 

 

使
用

済
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

水
の

補

給
機
能
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
の
補
給
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ
ー
ル
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

放
射
性
物
質
放
出
の
防
止
機
能
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
の
燃
料
プ
ー
ル
入
口
逆
止
弁
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
原

子
炉

建
屋

原
子

炉
区

域
（

ブ
ロ

ー
ア

ウ
ト

パ
ネ

ル
付

き
）

 
屋
外
（
建
屋
）
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
気
体
廃
棄
物
処
理
系
（
O
G
系
）
隔
離
弁
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
主
排
気
筒
 

 
（
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
管
の
支
持
機
能
以
外
の
部
分
）
 

屋
外
 

◯
 

―
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

ば
い
煙
に
よ
る
影
響
な
し
。
 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

事
故

時
の

プ
ラ

ン
ト

状
態

の
把

握

機
能
 

・
事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

 
（
格
納
容
器
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
等
）
 

C
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

制
御
室
外
か
ら
の
安
全
停
止
機
能
 

・
制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置
 

 
（
安
全
停
止
に
関
連
す
る
も
の
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
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資料 5－1－13 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
3
 
外
部
事

象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る

施
設
の
選
定
結
果
（
4
/
5）

 

分
類
 

機
能

 
構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

S
T
E
P
3
 

S
T
E
P
4
 

S
T
E
P
5
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
気
を
取
り

込
む
空
調
系

統
 

外
気
を
設
備

内
に
取
り
込

む
機
器
 

室
内
の
空
気

を
取
り
込
む

機
器
 

P
S
-
3
 

原
子
炉
冷
却
材
保
持
機
能
 

（
P
S
-
1
，
P
S
-
2
以
外

の
も
の
）
 

・
原

子
炉

冷
却
材

圧
力

バ
ウ
ン

ダ
リ

か
ら
除

外
さ
れ
る

計
装

等
の
小
口
径
配
管
，
弁
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
射
性
物
質
の
貯
蔵
機
能
 

・
圧
力
抑
制
室
プ
ー
ル
水
排
水
系
 

 
（
圧
力
抑
制
室
プ
ー
ル
水
サ
ー
ジ

タ
ン
ク
）
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
復
水
貯
蔵
槽
 

・
液
体
廃
棄
物
処
理
系
 

・
固
体
廃
棄
物
処
理
系
 

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
固
体
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
焼
却
炉
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
新
燃
料
貯
蔵
設
備
 

・
新
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
使
用
済
燃
料
輸
送
容
器
保
管
建
屋
 

屋
外
（
建
屋
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

電
源
供
給
機
能
 

（
非
常
用
を
除
く
）
 

・
タ
ー
ビ
ン
 

・
発
電
機
及
び
励
磁
装
置
 

・
復
水
系
（
復
水
器
を
含
む
）
 

・
給
水
系
 

・
循
環
水
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
送
電
線
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
変
圧
器
 

・
開
閉
所
 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

プ
ラ
ン
ト
計
測
・
制
御
機
能
 

（
安
全
保
護
機
能
を
除
く
）
 

・
原
子
炉
制
御
系
（
制
御
棒
価
値
ミ

ニ
マ
イ
ザ
含
む
）
 

・
原
子
炉
核
計
装
系
の
一
部
 

・
原
子
炉
プ
ラ
ン
ト
プ
ロ
セ
ス
計
装

の
一
部
 

C
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

プ
ラ
ン
ト
運
転
補
助
機
能
 

・
所
内
ボ
イ
ラ
設
備
 

補
助
ボ
イ
ラ

建
屋
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
所
内
蒸
気
系
及
び
戻
り
系
 

R
/
B
，
T
/
B
，

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
計
装
用
圧
縮
空
気
系
 

R
/
B
，
T
/
B
，

C
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
（
M
S
-
1
関
連
以
外
）
（
配
管
／
弁
）
 

R
/
B
，
T
/
B
，

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
水
系
 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
海
水
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
復
水
補
給
水
系
（
復
水
貯
蔵
槽
）
 

R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

核
分

裂
生

成
物

の
原

子
炉

冷
却

材

中
の
放
散
防
止
機
能
 

・
燃
料
被
覆
管
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

原
子
炉
冷
却
材
の
浄
化
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
復
水
浄
化
系
 

T
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
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資料 5－1－14 

 
 
 
 
：
評
価
対
象
施
設
 

○
：
Y
E
S
 
✕
：
N
o
 
―
：
該
当
せ
ず
又
は
評
価
完
了
 

表
1
－
3
 
外
部
事

象
防
護
対
象
施
設
に
係
る
二
次
的
影
響
（
ば
い
煙
）
を
考
慮
す
る

施
設
の
選
定
結
果
（
5
/
5）

 

分
類
 

機
能

 
構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

配
置
場
所
 

S
T
E
P
1
 

S
T
E
P
2
 

S
T
E
P
3
 

S
T
E
P
4
 

S
T
E
P
5
 

評
価
上
の
留
意
点
 

外
部
事
象
 

防
護
対
象
 

施
設
 

機
能
維
持
す
る
，
又

は
，
損
傷
を
考
慮
し

て
，
代
替
設
備
に
よ

る
機
能
維
持
や
安
全

上
支
障
の
な
い
期
間

で
の
修
復
等
の
対
応

が
可
能
 

屋
外
設
備
 

外
気
を
取
り

込
む
空
調
系

統
 

外
気
を
設
備

内
に
取
り
込

む
機
器
 

室
内
の
空
気

を
取
り
込
む

機
器
 

M
S
-
3
 

原
子
炉
圧
力
上
昇
の

緩
和
機
能
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
（
逃
が
し

弁
機
能
）
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

出
力
上
昇
の
抑
制
機

能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
流
量
制
御

系
（
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ

ッ
プ
機
能
）
 

・
制
御
棒
引
抜
監
視
装
置
 

R
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

原
子
炉
冷
却
材
の
補

給
機
能
 

・
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

原
子

炉
冷

却
材

の
再

循
環

流
量

低

下
の
緩
和
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
ポ
ン
プ

M
G
セ
ッ
ト
 

R
w
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

緊
急

時
対

策
上

重
要

な
も

の
及

び

異
常
状
態
の
把
握
機

能
 

・
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対

策
所
 

R
/
B（

5
号
機
） 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
試
料
採
取
系
 

R
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
通
信
連
絡

設
備
 

・
所
外
通
信
 

・
有
線
系
 

各
建
屋
(
地
下

設
備
含
む
)
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

送
電
鉄
塔
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
所
内
通
信
 

・
有
線
系
 

各
建
屋
(
地
下

設
備
含
む
)
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
放
射
線
監

視
設
備
 

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト

 
屋
外
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
移
動
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備

 
可
搬
型

S
A
設

備
保
管
場
所
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
気
体
廃
棄
物
処

理
系
設
備

エ
リ
ア
排
気
放

射
線
モ
ニ
タ
 

T
/
B
 

◯
 

―
 

✕
 

✕
 

✕
 

✕
 

 

・
事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

R
/
B
，
T
/
B
，

C
/
B
，
R
w
/
B
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

気
象
観
測
設

備
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
津
波
監
視
カ
メ
ラ
 

R
/
B
,
屋
外
(
主

排
気
筒
)
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
消
火
系
 

給
水
建
屋
 

水
処
理
建
屋
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

ろ
過
水
タ
ン

ク
（
屋
外
配

管
含
む
）
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

泡
消
火
設
備
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

・
安
全
避
難
通
路
 

・
非
常
用
照
明
 

各
建
屋
内
 

✕
 

◯
 

―
 

―
 

―
 

―
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資料 5－1－15 

表 1－4 二次的影響（ばい煙）を考慮する施設の選定結果 

分類 二次的影響（ばい煙）を考慮する施設 

外気を取り込む空調系統 ・換気空調系 

外気を設備内に取り込む機器 ・非常用ディーゼル発電機 

室内の空気を取り込む機器 ・安全保護系 
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資料 5－1－別紙 1－1 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
機
器
配
置

 
                       

タ
ー
ビ
ン
建
屋

 
T
.
M
.S
.
L
.4
9
0
0
 
平
面
図
 

 

別
紙

1 
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資料 5－1－別紙 1－2 

                        
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 
T
.
M
.S
.
L
.1
2
3
0
0
 
平
面
図
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資料 5－1－別紙 1－3 

                        
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 
T
.
M
.S
.
L
.1
7
0
0
0
 
平
面
図
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資料 5－1－別紙 1－4 

                        

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 
東
西
方
向
断
面
図
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資料 5－1－別紙 1－5 

                        
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 
南
北
方
向
断
面
図
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2. 発電所敷地内の火災について 
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資料 5－2－1 

2. 発電所敷地内の火災について 

 2.1 森林火災について 

  2.1.1 熱影響が最も厳しくなる最大火炎輻射発散度の算出 

   (1) 発火点 

     立地条件を考慮して設定した発火点のケース 1～3 の位置を図 2－1 に示す。 

 

図 2－1 発火点の設定位置 

  

柏崎刈羽原子力発電所 

ケース 2 

ケース 1 

ケース 3 
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資料 5－2－2 

   (2) FARSITE 出力データ 

     FARSITE 出力データ及びその出力データを基に算出したデータを表 2－1に示す。 

 

表 2－1 FARSITE 出力データ及びその出力データを基に算出したデータ 

 
発火点 

ケース 1 

発火点 

ケース 2 

発火点 

ケース 3 

火炎長＊2 

(m) 
2.94 3.08 2.51 

火線強度＊1 

(kW/m) 
2715 3002 1929 

反応強度＊1 

(kW/m2) 
544 560 591 

燃焼継続時間＊2 

(min) 
52 51 57 

火炎輻射発散度＊2 

(kW/m2) 
94.8 100 78.8 

火炎輻射強度＊2, ＊3 

(kW/m2) 
205 211 222 

燃焼半径＊2 

(m) 
0.981 1.03 0.838 

円筒火炎モデル数＊2 

(―) 
1900 1815 2224 

火炎到達幅＊4 

(m) 
3730 

注記＊1 ：FARSITE 出力データ 

  ＊2 ：FARSITE 出力データを基に算出したデータ 

  ＊3 ：反応強度に米国 NFPA の係数 0.377 を乗じて算出 

  ＊4 ：7 号機原子炉建屋東面から見える林縁（防火帯森林側）の長さ 

 

   (3) 燃焼半径の算出 

     次の式から燃焼半径（ ）を算出する。 

      

      

     ：燃焼半径(m)， ：火炎長(m) 

  

= 3 
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   (4) 円筒火炎モデル数の算出 

     次の式から円筒火炎モデル数（ ）を算出する。 

      

      

     ：円筒火炎モデル数(―)， ：火炎到達幅(m) 

 

   (5) 火炎輻射発散度の算出 

     火災で発生する発熱量から輻射熱に寄与する割合（輻射熱割合）を考慮し，その輻射熱

は円筒火炎の側面及び上面から放射されると仮定し，円筒火炎の火炎輻射発散度

(kW/m2)を求める。発熱量が保存されるため，以下の式で表現できる。 

     （円筒火炎１個の側面積＋上部面積(m2)）×円筒火炎個数×火炎輻射発散度(kW/m2) 

＝火線強度(kW/m)×火炎到達幅(m)×輻射熱割合(―) 

      

     また，上記(3)，(4)の式より，以下の式が求まる。 

      

      

     ：火炎輻射発散度(kW/m2)， ：火線強度(kW/m)， ：火炎長(m) 

 

     ＜火炎輻射発散度の算出方法＞ 

      火線強度（ ）(kW/m)は，図 2－2に示すような火炎構造（幅Ｗ(m)，奥行き (m)，火

炎長 (m)）において「火炎最前線での単位幅あたりの発熱速度」と定義でき，反応強度

（ ）(kW/m2)とは次の関係にある。 

             （式 1） 

      火炎輻射発散度を計算するための円筒火炎モデルでは，図 2－2の有効火炎領域を，火

炎の幅（Ｗ）(m)に沿って円筒火炎（半径 (m)，高さ (m)）を 個一列に並べて模擬する。

ここで，有効火炎領域の発熱量のうち輻射熱割合 (―)を考慮し，円筒火炎の側面及び上

面からの輻射熱として放射されるとして，発熱量が保存されるよう火炎輻射発散度を求

める。円筒火炎での火炎輻射発散度を (kW/m2)とすると，有効火炎領域の発熱量は保存

されることから，以下の式で表現できる。 

      総発熱量（側面，上面からの輻射）(kW) 

＝火線強度(kW/m)×火炎到達幅(m)×輻射熱割合(―)より 

           （式 2） 

      また，評価ガイドより，円筒火炎モデルは 

                          （式 3） 

                         （式 4） 

      と定義されるので，式 3，式 4を式 2に代入することにより，次式が得られる。 

                      （式 5） 

= 2  

= 67  

(2 + ) × × = × ×  

(2 + ) × × = × ×  (= × D × × ) 
= /3 
= /2  

= 67  

= ×  
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（出典：Andrews，P.L，et．al.(2011):How to Generate and Interpret Fire Characteristics 

Charts for Surface and Crown Fire Behavior. USDA Forest Service General Technical Report 

RMRS-GTR-253.） 

図 2－2 火線強度及び円筒火炎モデルの考え方 

 

   (6) 熱影響が最も厳しくなる最大火炎輻射発散度の特定 

     Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうち 

Ⅵ-1-1-3-5-5「外部火災防護における評価方針」に示す評価式を用いて 6号機原子炉建

屋について熱影響評価をした結果を表 2－2 に示す。評価結果のとおり，ケース 2 におい

て熱影響が最も厳しくなることを確認した。 

     以上より，熱影響評価では，ケース 2の火炎輻射発散度 100（kW/m2）を用いて評価を行

う。 

 

表 2－2 6 号機原子炉建屋に対する発火点毎の熱影響評価 

最大外壁面温度 

(℃) 

コンクリート 

許容温度 

(℃) ケース 1 ケース 2 ケース 3 

53 55 53 ＜200 
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  2.1.2 森林火災における評価モデルの概要 

    (1) 建屋外壁の温度評価方法 

     火災の進展により原子炉建屋外壁面が受ける輻射熱は，FARSITE による森林火災解析結

果から，1 メッシュ（10m×10m）ごとに火炎長，単位面積当り発熱量及び火炎到達時間が

出力されるので，メッシュごとに円筒火炎モデルを並べ（円筒火炎の直径が 1m であれば，

1メッシュに 10 個の円筒火炎を考慮），各メッシュに火炎が到達してから燃え尽きるまで

の間輻射に寄与するとして受熱点の輻射強度を積算する。受熱点への輻射強度計算方法の

概念を図 2－3に示す。 

外壁面の温度は，外壁面での対流熱伝達と輻射放熱を考慮し以下の式に示す一次元非定

常熱伝導方程式を用いて評価を実施する（図 2－4）。 

 

 

使用する記号の説明を表 2－3に示す。 

 

表 2－3 記号の説明 

記 号 単 位 定 義 

 ℃ 温度 

 s 時刻 

 m 建物壁内における外面からの距離 

 m2/s 熱拡散率 

 

  

=  
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図 2－3 受熱点の輻射強度の計算モデル概念図 

 

 

図 2－4 外壁面温度評価概念図 

  

建屋壁（均質体） 建屋外 建屋内 

火炎からの輻射Ef 

周囲への輻射Qr,out 

外気との熱伝達Qv,out 

熱伝導Qc,out 

熱伝導Qc,in 

内気との熱伝達Qv,in 
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    (2) 危険距離の評価方法 

      最大の火炎輻射発散度のメッシュの火炎データをもった円筒火炎モデルを火炎到達幅

と同じ長さの直線上に並べて，全円筒から同時かつ継続的に受熱面が受ける輻射強度が

危険輻射強度となる距離を危険距離として算出する。 

      危険距離の評価方法として，直線上の火炎前線及び一様の火線強度による円筒火炎モ

デルを用いた。円筒火炎モデルによる危険距離評価の概要図を図 2－5 に示す。 

      危険距離の計算条件である火線強度，火炎長は表 2－1 に示すとおり，FARSITE の解析

結果を用いた。輻射熱割合は，草地：0.35（米国国立標準技術研究所（NIST）の使用値），

針葉樹：0.377 並びに落葉広葉樹：0.371（米国防火技術者協会（SFPE）が発行している

ハンドブック（THE SFPE HANDBOOK of Fire Protection Engineering FOURTH EDITION）

より算出）のうち保守的に最も大きい値である 0.377 を採用した。 

      なお，反応強度は炎から輻射として放出される熱エネルギー（火炎輻射強度）と火炎・

煙として対流放出される熱エネルギー（火炎対流発散度）の和により求められることか

ら，針葉樹の輻射熱割合（0.377）は，針葉樹代表種の火炎輻射強度：4.9[kJ/g]と反応

強度:13.0[kJ/g]の比（反応強度に対する火炎輻射強度の割合）から算出した。 

 

      針葉樹代表種の発熱量 

      火炎輻射強度：4.9[kJ/g]＋火炎対流発散度：8.0[kJ/g]＝反応強度 13.0[kJ/g] 

 

      輻射熱割合 

 

 

 

 

図 2－5 円筒火炎モデルによる危険距離評価の概要図 

 

  

危険距離 

各円筒火炎モデルからの輻射熱 

火
炎
到
達
幅 

受熱面 

防火帯 

(∆H ) 
∆H∆H       

4.9[kJ/g]

13.0[kJ/g]
＝0.377 

(∆H ) (∆H ) 
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 2.2 外部火災の影響を考慮する施設の許容温度について 

  (1) 評価に用いるコンクリート許容温度（200℃）について 

コンクリートの圧縮強度は，200℃程度までは常温とほとんど変わらないかむしろ増加す

る。しかし，その後は徐々に低下し，500℃で常温強度の 2/3 に低下する。火災後（冷却後）

の残存強度を確保する場合には 450℃が限界となる。＊1 

また，他の文献＊2では，コンクリートの強度を著しく低下させる温度の境界を 300℃とし，

コンクリート表面の受熱温度が 300℃以下で許容ひび割れ幅以上のひび割れが認められない

場合の構造体は健全であり，仕上げのみの補修でよいとしている。図 2－6にコンクリートの

強度と温度の関係，表 2－4，表 2－5 に火災によるコンクリートの火害等級及びその補修・

補強方法について示す。 

よって，保守的に圧縮強度に変化がないとされる 200℃を許容温度とし，評価を実施する。 

 

 

 

図 2－6 コンクリートの強度と温度の関係＊2ｓ 

  

200℃程度までは圧縮強度に変化はない 
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表 2－4 火害等級と状況＊1 

火害等級 状況 

Ⅰ級 
無被害の状態で，たとえば， 

①被害全くなし， 
②仕上げ材料等が残っている。 

Ⅱ級 

仕上げ部分に被害がある状態で，例えば， 
①躯体にすす，油煙等の付着， 
②コンクリート表面の受熱温度が 300℃以下， 
③床・梁のはく落わずか。 

Ⅲ級 

鉄筋位置へ到達しない被害で，例えば， 
①コンクリートの変色はピンク色 
②微細なひびわれ， 
③コンクリート表面の受熱面温度が 300℃以上， 
④柱の爆裂わずか。 

Ⅳ級 
主筋との付着に支障がある被害で，例えば， 

①表面に数 mm幅のひびわれ， 
②鉄筋一部露出。 

Ⅴ級 

主筋の座屈などの実質的被害がある状態で，例えば， 
①構造部材としての損傷大 
②爆裂広範囲， 
③鉄筋露出大， 
④たわみが目立つ， 
⑤健全時計算値に対する固有振動数測定値が 0.75 未満， 
⑥載荷試験において，試験荷重時最大変形に対する残留変形の割合が 
A 法で 15%，B法で 10%を超える。 

 

表 2－5 鉄筋コンクリート構造物の火害等級と補修・補強の基本＊2 

火害等級 状況 補修・補強の基本 

Ⅰ級 無被害の状態 ― 

Ⅱ級 
仕上げ部材に被害がある
状態 

仕上げのみの補修 

Ⅲ級 

鉄筋位置へ到達しない被
害 

強度，耐久性が低下している場合は，かぶり
コンクリートをはつり落とし，現場打コンク
リートまたはモルタルで被覆するなどの処置
をとる。 

Ⅳ級 

主筋との付着に支障があ
る被害 

部材体力が低下しているので，かぶりコンク
リートをはつり落とし，主筋を完全に露出さ
せ，現場打コンクリートで被覆する。場合に
より補修も行う。 

Ⅴ級 
主筋の座屈などの実質的
な被害がある状態 

補強，取替え，増設 

 

    注記＊1 ：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター 

＊2 ：建物の火害診断及び補修・補強方法，日本建築学会 
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  (2) 評価に用いる軽油タンクの許容温度（225℃）について 

    軽油タンクが貯蔵している軽油の発火点である 225℃＊を許容温度と定める。 

    注記＊：理科年表 

 

  (3) 評価に用いる非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ（防護板）の許容温度（100℃）に

ついて 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの許容温度は，端子ボックスパッキンの温度制

限が最も厳しく，その温度は 100℃＊である。端子ボックスパッキンの温度は同ポンプの周囲

温度に依存することから，同ポンプの周囲を防護する非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポ

ンプ防護板の構成材（耐火材，断熱材及び鋼板の組合せ）のうち，耐火材及び断熱材の設置

を考慮せず，保守的に鋼板のみの構造を仮定した場合における鋼板外面（受熱面側）の温度，

又は，実際の防護板構造による耐火性能を考慮した場合における同防護板内部の非常用ディ

ーゼル発電設備燃料移送ポンプの周囲温度をもって，同ポンプに外部火災による影響が及ば

ないことを確認する（鋼板外面（受熱面側）の温度が 100℃以下であれば，その内側のポン

プエリアの温度は 100℃を超えない）。 

    なお，温度制限が最も厳しい部品の選定に当たっては，非常用ディーゼル発電設備燃料移

送ポンプを構成するポンプと電動機のうち，耐熱温度が最も低い部品を同定し，当該部品（端

子ボックスパッキン）の耐熱温度を同ポンプの許容温度として設定している。本来，端子ボ

ックスパッキンは，同ポンプの燃料を移送する機能に直接関わる部品ではないが，構成部品

の中で最も耐熱温度が低い材質であることを踏まえて，保守的な設定としている。 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの構造概要図を図 2－7に示す。 

    注記＊：端子ボックスパッキンの耐熱温度（ＪＩＳ Ｋ６３８０） 
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図 2－7 非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの構造概要図 

  

電動機 

温度上昇限度仕様

＋使用条件 

＝140℃ 

ポンプ構造図 

端子箱 

電動機側 ポンプ側 

端子ボックスパッキン 

耐熱温度＝100℃ 

ガスケット 

耐熱温度＝180℃ 

逃がし弁本体 

37



資料 5－2－12 

  (4) 評価に用いる主排気筒の許容温度（325℃）について 

    一般的に，鋼材は温度上昇に伴い強度が低下するが，その高温強度に対する公的規格は存

在していない。一方，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（日本機械学会）では，鋼材

の制限温度を 350℃としていること，また，文献＊1 では，鋼材の温度上昇に伴う強度低下率

κ(T)が示されており，一般的な鋼材において温度が 325℃以下であれば，その強度が常温時

と変わらない（κ(T)=1）＊2としている（図 2－8）。 

    よって，保守的に鋼材の強度が常温時と変わらないとされる 325℃を許容温度とし，評価

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－8 鋼材の温度上昇に伴う強度低下率＊1（一部加筆） 

 

注記＊1 ：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター 

  ＊2 ：各温度における鋼材の 1％ひずみ時耐力の測定値を常温の基準強度（F）で割ったものが

強度低下率 κ(T)であり,鋼材の強度が常温時と変わらない場合は，κ(T)=1 となる。 

 

  

鋼材の強度が常温 

時と変わらない 
鋼材の強度が常温 
時と変わらない 
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 2.3 外部火災の影響を考慮する施設の温度評価体系について 

  (1) 一定の輻射熱を受ける壁面（コンクリート）の温度評価体系 

    十分に厚い固体の表面が放射熱で加熱される場合の温度分布は，以下の一次元の熱伝導方

程式により表すことができる。 

     

 

    これを表面( = 0)における境界条件 

     

 

    の下で入射熱流束が時間的に一定であれば，次式が得られる。 

 

     

 

    ただし， erfc(z)は余誤差関数であり， ( ) = (0, )とおいた。 

    また， /ℎ( − ) < 10の範囲では，以下のとおり近似できる。 

     

     

 

 

（出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター） 

 

    使用する記号の説明を表 2－6に示す。また，建屋温度評価体系図を図 2－9に示す。 

 

  

( ) = + ℎ 1 − exp ℎ erfc ℎ
 

= ℎ{ (0, ) − } −  

c t =  

ℎ( − ) = 1.18ℎ × 1
√ + 1 

= + 1
1.18ℎ√ + 1 ℎ  
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表 2－6 記号の説明 

記 号 単 位 定 義 

 ℃ 温度 

 s 燃焼継続時間 

 m 距離 

erfc(z) ― 余誤差関数 

 K 表面温度 

 ― 表面の放射率 

 kW/(m･K) 熱伝導率 

ℎ kW/(m2･K) 熱伝達率 

 kg/m3 密度 

c kJ/(kg･K) 比熱 

 kW/m2 入射熱流束 

 K 初期温度 

 

 

図 2－9 建屋温度評価体系図 

 

  

壁
面 

入射熱流束  

熱損失ℎ ，  

壁面内の 

熱伝導 
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  (2) 軽油タンクの温度評価体系 

    火災時の輻射熱が軽油タンクに入射し，軽油及びタンク構造物の温度上昇に寄与すると想

定する。 

    空気との熱伝達による放熱を考慮する。 

    軽油タンクの受熱時の面積 及び放熱時の面積 は，タンク屋根面積＋タンク側面面積／

2とする。 

     

    熱容量 は，軽油の熱容量＋タンク構造物の熱容量とする。 

     

 

    タンクの温度上昇，輻射による入熱及びタンク表面からの放熱の関係は以下の式で表され

る。 

     

    温度 は以下の式となる。 

     

 

    使用する記号の説明を表 2－7 に示す。また，軽油タンク温度評価体系図を図 2－10 に示

す。 

  

= + −4 + 4 ( + )  

= − ℎ( − )  

= + ℎℎ − + ℎℎ −  

= = 4 + 2  
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表 2－7 記号の説明 

記 号 単 位 定 義 

 ℃ 温度 

 s 燃焼継続時間 

 m2 受熱面積 

 m2 放熱面積 

 W/m2 輻射強度 

 ― 放射率 

ℎ W/(m2･K) 熱伝達率 

 J/(kg･K) 軽油比熱 

 kg/m3 軽油密度 

V m3 軽油体積 

 J/(kg･K) タンク構造材比熱 

 kg/m3 タンク構造材密度 

 m タンク内径 

 m タンク外形 

 m タンク屋根厚 

 m タンク底板厚 

 m タンク高さ 

 J/K 熱容量 

 ℃ 初期温度 

 ℃ 外気温度 

 

図 2－10 軽油タンク温度評価体系図 

 

  

輻射熱 E 

：受熱面，放熱面 

輻射熱の反射(1-ɛ)E 空気との熱伝達 

軽油タンク 
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  (3) 非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの温度評価体系 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプは，その周囲に設置する防護板によって，外部

火災からの輻射による熱影響を受けないよう防護する。 

    防護板は，非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの近傍で発生する軽油タンク火災を

想定し，火炎の方向に面した箇所は，竜巻防護用の鋼板に耐火材・断熱材を設置することに

より，その輻射による熱影響を受けないようにする。なお，それ以外の面については，他の

外部火災による熱影響が軽微であることから，耐火材・断熱材を設置しない竜巻防護用の鋼

板のみの仕様とする。 

    防護板の仕様としては，以下のとおり。 

    ①防護板（鋼板） 

熱影響が軽微な面に設置する防護板。耐火材・断熱材は設置せず，竜巻防護用の鋼板の

みの仕様。 

    ②防護板（断熱） 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプに隣接している軽油タンク火災を想定。非常

用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプが輻射による熱影響を受けないようにするため，

火炎に面した箇所に設置する耐火材・断熱材・鋼板（竜巻防護用）を有する防護板。 

 

    防護板の仕様を踏まえた非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの温度評価体系は，以

下のとおり。 

 

   a. 軽油タンク火災以外の外部火災時 

     軽油タンク火災以外の外部火災時は，保守的に輻射熱が防護板（鋼板）に入射し，防護

板（鋼板）の温度上昇に寄与すると想定する。 

     空気との熱伝達による放熱を考慮する。 

     防護板（鋼板）の外面にて受熱（面積 /2），放熱は外面及び内面（面積 ）とし，受熱

は，面積が最大となるよう外表面とした。 

     熱容量 は，防護板（鋼板）の熱容量とする。 

      

     防護板（鋼板）の温度上昇，輻射による入熱及び防護板（鋼板）からの放熱の関係は以

下の式で表される。 

      

     非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ防護板の鋼板外面（受熱面側）の温度 は以

下の式となる。 

 

      

     使用する記号の説明を表 2－8に示す。 

  

= 2 − ℎ( − )  

C=ρcV 

= 2 + ℎ
ℎ 2 + ℎ

ℎ −  
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表 2－8 記号の説明 

記 号 単 位 定 義 

 ℃ 温度 

 ℃ 初期温度 

 W/m2 輻射強度 

 ― 防護板（鋼板）外面の放射率 

ℎ W/(m2･K) 防護板（鋼板）表面熱伝達率 

 m2 防護板（鋼板）放熱面積( /2：受熱面積は外面のみ) 

 J/K 防護板（鋼板）の熱容量 

 kg/m3 密度 

 kJ/(kg･K) 比熱 

 m3 体積 

 s 燃焼継続時間 

 ℃ 外気温度 

 

     以下に概念図を示す（図 2－11）。 

 

図 2－11 防護板（鋼板）温度評価体系図 

  

燃料移送ポンプ 

燃料移送ポンプ周囲エリア 

燃料移送ポンプの 

周囲温度 

 

周囲空気との熱伝達 

 
防 護 板 

（鋼板） 

 

 外気との熱伝達 

周囲への輻射 

 

 

火炎からの輻射 E 
 

屋外 

熱伝導 

鋼板外面（受熱面側） 
の温度 T（＝評価対象） 
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   b. 軽油タンク火災時 

     火災時の一定の輻射熱が非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの周囲に設置されて

いる防護板（断熱）外面に入射し，一定時間維持されたと想定する。 

     以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，防護板（断熱）の内面並びに燃料

移送ポンプの周囲温度を求める。 

      

 

     防護板（断熱）の外面及び内面温度上昇に伴う熱流束は次式で計算される。 

      

     燃料移送ポンプの周囲温度の上昇    は，火災による防護板（断熱）内面温度上昇

に伴う熱負荷がポンプエリア内に蓄熱されることを考慮し，次式で求める。 

      

     使用する記号の説明を表 2－9に示す。 

 

 

 

  

=  

, = ℎ ( − ) 

= ,
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表 2－9 記号の説明 

記 号 単 位 定 義 

 ℃ 温度 

 s 時刻 

t  s 時間刻み 

 ℃ 燃料移送ポンプの周囲温度 

 ℃ 防護板（断熱）内面温度 

 m 防護板（断熱）外面からの距離 

 m2/s 熱拡散率 

ℎ  W/(m2･K) 防護板（断熱）内面熱伝達率 

 m2 防護板（断熱）内面の表面積 

 kg/m3 密度 

 J/(kg･K) 比熱 

 m3 ポンプエリア体積 

 

     以下に概念図を示す（図 2－12）。 

 

図 2－12 防護板（断熱）温度評価体系図 

 

  

燃料移送ポンプ 

耐火材 

断熱材 2 

鋼板 燃料移送ポンプ周囲エリア 

燃料移送ポンプの 

周囲温度 Troom（＝評価対象）

 

周囲空気との熱伝達 Qv,in 
 

 

 外気との熱伝達 

周囲への輻射 

 

 

火炎からの輻射 E 
 

屋外 

防 護 板 

断熱材 1 

熱伝導 
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= 2 − ℎ( − )  

= + 2ℎ 

  (4) 主排気筒の温度評価体系 

    火災時の輻射熱が主排気筒に入射し，主排気筒の温度上昇に寄与すると想定する。 

    主排気筒外表面からの放熱を考慮し以下の式を解く。 

     

 

    t→∞の場合で最高温度となり，その温度は以下の式となる。 

     

 

    使用する記号の説明を表 2－10に示す。また，主排気筒温度評価体系図を図 2－13 に示

す。 

 

表 2－10 算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

C J/kg/K 主排気筒部材比熱 

 W/m2 輻射強度 

ℎ W/m2/K 熱伝達係数 

 m2 主排気筒単位長さあたりの外周面積 

 ℃ 主排気筒表面温度 

 ℃ 初期温度 

 m3 主排気筒単位長さあたりの体積 

 ― 反射率 

 kg/m3 主排気筒部材密度 

t s 燃焼継続時間 

 

 

 

 
図 2－13 主排気筒温度評価体系図 

  

輻射熱 E 

赤：受熱面 

青：放熱面 

黒：断熱面 

輻射熱の反射(1-ε) E 

断熱 

主排気筒 

空気との熱伝達 
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2.4 航空機墜落による火災について 

  (1) 評価対象航空機の選定について 

航空機落下確率評価では，評価条件及び評価対象航空機の大きさの違いを考慮して落下確

率を求めている。火災の影響は評価対象航空機の燃料積載量に大きく依存することから，表

2－11 に示すとおり，まず大型航空機と小型航空機に分類し，それぞれを民間航空機と自衛

隊航空機又は米軍航空機（以下「軍用航空機」という。）に分類する。さらに，各航空機の

落下確率の評価条件の違いに応じた航空機落下事故のカテゴリに分類し，各カテゴリにおい

て燃料積載量が最大の機種を評価対象航空機として選定する。航空機落下事故のカテゴリの

分類及び評価対象航空機の選定結果をそれぞれ表 2－12及び表 2－13 に示す。 

 

 

  

48



資料 5－2－23 

表 2－11 評価対象航空機の種類 

 
民間航空機 軍用航空機 

計器飛行方式 有視界飛行方式 自衛隊機又は米軍機 

固
定
翼
（
ジ
ェ
ッ
ト
旅
客
機
等
） 

大
型
機 

定期便：評価対象 

（例） 

大型旅客機（B747, B777 等） 

定期便：該当なし 評価対象 

 

自衛隊機（F-4EJ 改，F-15 等） 

在日米軍機（F-16，F/A-18 等） 不定期便：評価対象外＊1 不定期便：評価対象 

（例） 

海上保安庁のパトロール機（ビ

ーチクラフト 90 型等） 

民間の社有機（三菱式MU-300型

等）等 

小
型
機 

定期便：評価対象外＊2 定期便：評価対象外＊2 評価対象 

 

自衛隊機（T-1 等） 

 

不定期便：評価対象＊3 不定期便：評価対象 

（例） 

本土－離島間コミュータ（DHC-

6，BN-2 等） 

軽飛行機（セスナ 172 等） 

回
転
翼
（
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
） 

大
型
機 

定期便：評価対象外＊2 定期便：評価対象外＊2 評価対象 

 

自衛隊機（MH-53 等） 

在日米軍機（CH-53 等） 

不定期便：評価対象＊3 不定期便：評価対象 

（例） 

資材輸送（ベル 214B，AS332 等）

等 

小
型
機 

定期便：評価対象外＊2 定期便：評価対象外＊2 評価対象 

 

自衛隊機（OH-6 等） 

在日米軍機（UH-1 等） 

不定期便：評価対象＊3 不定期便：評価対象 

（例） 

離島間コミュータ（SA365 等） 

資材輸送，緊急医療，報道用等

（アエロスパシアル AS350，川

崎 BK117） 

注記＊1 ：計器飛行方式で飛行する大型固定翼機の不定期便は，定期便と比べて運行回数が極めて

少ないことから，評価対象外とする。 

  ＊2 ：小型固定翼機及び回転翼機の定期便については，定期航空運送事業者の登録機数の割合

から，運航頻度が大型機の定期便の数%であると判断できることから評価対象外とする。 

  ＊3 ：小型固定翼機及び回転翼機では，リクエストベースで計器飛行方式による飛行が可能と

なっているが，原則としては，有視界飛行方式による飛行形態を取っていることから，

本基準では，全て有視界飛行方式として評価することとする。 

 

注：実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（内規）より抜粋 

□：大型民間航空機（固定翼，回転翼） 

□：小型民間航空機（固定翼，回転翼） 

□：大型軍用航空機（固定翼，回転翼） 

□：小型軍用航空機（固定翼，回転翼） 
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表 2－12 落下事故のカテゴリの分類 

落下事故のカテゴリ 分類 

(1)計器飛行方式民間航空機 

飛行場での離着陸時 ―＊1 

航空路を巡航中 ①大型民間航空機 

（固定翼，回転翼） 

(2)有視界飛行方式民間航空機 ②小型民間航空機＊2 

（固定翼，回転翼） 

(3)自衛隊機又は米軍機 

訓練空域内で訓練中及び 

訓練空域外を飛行中 

③大型軍用航空機 

（固定翼，回転翼） 

④小型軍用航空機 

（固定翼，回転翼） 

基地－訓練空域間往復時 ―＊3 

注記＊1 ：柏崎刈羽原子力発電所は，新潟空港からの最大離着陸地点以遠に位置するため評価

対象外（図 2－14）。（発電所－新潟空港の距離：約 75km，新潟空港－最大離着陸

地点の距離：約 10km） 

＊2 ：計器飛行方式民間航空機の小型機は，有視界飛行方式として評価する。 

＊3 ：柏崎刈羽原子力発電所は基地－訓練空域間の往復の想定範囲内にないため 

評価対象外。 

 

表 2－13 評価対象航空機の選定結果 

分類 航空機 選定理由 

大型民間航空機 

（固定翼，回転翼） 
B747-400 

民間の大型航空機の中で燃料積載量が最大規模

のものを選定 

小型民間航空機 

（固定翼，回転翼） 
Do228-200 

民間の小型航空機の中で燃料積載量が最大規模

のものを選定 

大型軍用航空機 

（固定翼，回転翼） 

KC-767 

（空中給油機） 

主要自衛隊航空機（表 2－14）の大型航空機の中

で燃料積載量が最大規模のものを選定 

小型軍用航空機 

（固定翼，回転翼） 

UH-2 

（多用途） 

主要自衛隊航空機（表 2－14）の小型航空機の中

で燃料積載量が最大規模のものを選定 
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（出典：AIP-JAPAN，国土交通省航空局，令和 5 年 3 月） 

図 2－14 新潟空港の最大離着陸地点 

  

最大離着陸地点 

5.1NM = 約 10km 
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表 2－14 主要自衛隊航空機の仕様 

所属 形式 機種 保有数(機) 全長(m) 全幅(m) 燃料積載量(L) 

陸上自衛隊 

大型固定翼 LR-2 8 14 18 2040 

小型回転翼 AH-1S 48 14 3 980 

小型回転翼 OH-1 37 12 3 953 

小型回転翼 UH-1J 115 13 3 833 

小型固定翼 UH-2 1 13 3 1870 

大型回転翼 CH-47J/JA 50 16 4/5＊1 3899 

大型回転翼 UH-60JA 40 16 3 3255 

大型回転翼 AH-64D 12 15 6 1421 

ティルト・ロー

ター機 
V-22 9 17 15 4449 

海上自衛隊 

大型固定翼 P-3C 40 36 30 34820 

大型固定翼 P-1 33 38 35 ―＊2 

大型固定翼 US-2 6 33 33 ―＊2 

大型回転翼 SH-60J 12 15 5 1361 

大型回転翼 SH-60K 75 16 5 1361 

大型回転翼 MCH-101 10 20 5 5250 

航空自衛隊 

大型固定翼 F-15J/DJ 200 19 13 14647 

大型固定翼 F-2A/B 91 16 11 11053 

大型固定翼 F-35A 27 16 11 10220 

大型固定翼 C-1 7 29 31 15709 

大型固定翼 C-2 14 44 44 ―＊2 

大型固定翼 C-130H 13 30 40 26344 

大型固定翼 KC-767 4 49 48 145033＊3 

大型固定翼 KC-130H 3 30 40 26344 

大型固定翼 E-2C 10 18 25 7002 

大型固定翼 E-2D 3 18 25 7002 

大型固定翼 E-767 4 49 48 ―＊2 

大型回転翼 CH-47J 15 16 5 3899 

大型回転翼 UH-60J 37 16 5 2722 

 令和 4 年版防衛白書より作成。燃料積載量は日本航空機全集 2023（鳳文書林)，世界航空機年鑑

2022-2023（せきれい社），メーカー資料より。なお，灰色で網かけした航空機は小型航空機。 

 

注記＊1 ：CH-47J,CH-47JA の全幅がそれぞれ4,5mを意味する。 

  ＊2 ：P-1（哨戒），US-2（救難），C-2（輸送），E-767（早期警戒管制）の燃料積載量は不明だ

が，機体サイズ及び用途を考えると，KC-767（空中給油）より燃料補給機は少ないと推
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定する。 

  ＊3 ：大型航空機の燃料が最大のものになる。  
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  (2) カテゴリ別の航空機落下の離隔地点の評価 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成 21・06・25 原院

第 1号（平成 21年 6月 30 日原子力安全・保安院一部改正））の航空機落下確率評価式に基

づき，カテゴリ毎に落下確率が 10-7(回/炉･年)に相当する面積を算出し，その結果を用いて

航空機落下の離隔地点を評価した。 

評価対象範囲は，発電所敷地内であって落下確率が 10-7(回/炉･年)以上になる範囲のうち

発電用原子炉施設（原子炉建屋及びコントロール建屋）への影響が最も厳しくなる区域とす

ることから，「(1) 評価対象航空機の選定について」において選定した評価対象航空機それ

ぞれの機種の落下確率の合計が 10-7(回/炉･年)となる標的面積を算出し，その結果から外部

火災の影響を考慮する施設から航空機落下位置までの距離を以下のとおり算出する。 

 

   a. 標的面積 

    (a) 大型民間航空機及び小型民間航空機の標的面積の算出（表 2－15，表 2－16） 

     イ. 計器飛行方式民間航空機の航空路を巡航中の落下事故 

Pc＝fc･Nc･A/W 

Pc：対象施設への巡航中の航空機落下確率(回/年) 

Nc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数(飛行回/年) 

A：発電用原子炉施設の標的面積(km2) 

W：航空路幅(km) 

fc＝Gc/Hc：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率(回/(飛行回･km)) 

Gc：巡航中事故件数(=0.5 回) 

Hc：延べ飛行距離(=11,759,413,566 飛行回･km) 

 

表 2－15 落下確率の算出結果 

 柏崎刈羽原子力発電所 

6 号機 

対象 

航空路＊1 

航空路 

（V31） 

広域航法経路 

（Y31） 

広域航法経路 

（Y305） 

広域航法経路 

（Y312） 

転移経路 

（NAEBA TRANSITION） 

Nc＊2 1460 1825 182.5 16425 182.5 

A＊3 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 

W＊4 14 18.52 18.52 18.52 14 

fc＊5 0.5/11,759,413,566=4.25×10-11 

Pc 4.43 10-11 4.19 10-11 4.19 10-12 3.77 10-10 5.54 10-12 

Pc 

（合計） 
4.73 10-10 

注記＊1 ：柏崎刈羽原子力発電所周辺の航空図（AIP エンルートチャート）による。 

＊2 ：国土交通省航空局への問合せ結果の，上半期・下半期のピークデイの数値の大きい

方を 365 倍した値。ただし，飛行回数が 0回の航空路は保守的に 0.5 とする。 
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＊3 ：原子炉建屋，コントロール建屋等の水平面積の合計値は0.01km2以下であるので標的

面積は0.01km2とする。 

＊4 ：「航空路の指定に関する告示」及び「飛行方式設定基準」による。 

＊5 ：事故件数は，平成 13 年～令和 2 年の間で 0件のため，保守的に 0.5 件とする。延

べ飛行距離は，平成 13 年～令和 2年の「航空輸送統計年報，第 1表 総括表，1. 

輸送実績」における運航キロメートルの国内の値を合計した値。 

 

     ロ. 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

Pv＝(fv/Sv)･A･α 

Pv：対象施設への航空機落下確率(回/年) 

fv：単位年当たりの落下事故率(回/年) 

Sv：全国土面積(km2) 

A ：発電用原子炉施設の標的面積(km2) 

α：対象航空機の種類による係数 

 

表 2－16 落下確率の算出結果 

パラメータ 大型固定翼機 大型回転翼機 小型固定翼機 小型回転翼機 

fv＊ 0.5/20=0.025 1/20=0.05 22/20=1.1 17/20=0.85 

Sv＊ 372,000 

α＊ 1.0 1.0 0.1 0.1 

A 0.01 0.01 0.01 0.01 

Pv 6.72×10-10 1.34×10-9 2.96×10-9 2.28×10-9 

Pv（合計） 7.26×10-9 

注記＊：「NTEN-2023-2001 NRA 技術ノート 航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2

年）」（令和 5年 3月 原子力規制庁 長官官房技術基盤グループ）による。 

 

      以上より， 

      大型民間航空機の落下確率（Pc（計器飛行方式）＋Pv（大型固定翼機）＋Pv（大型回

転翼機））が 10-7(回/炉･年)となる標的面積 A1(km2)を計算すると以下のとおりとなる。 

      A1＝10-7÷（4.73×10-10+6.72×10-10+1.34×10-9）×0.01＝0.402(km2) 

 

      小型民間航空機の落下確率（Pv（小型固定翼機）＋Pv（小型回転翼機））が 10-7(回/

炉・年)となる標的面積 A2(km2)を計算すると以下のとおりとなる。 

      A2＝10-7÷（2.96×10-9+2.28×10-9）×0.01＝0.191(km2) 
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    (b) 大型軍用航空機及び小型軍用航空機の標的面積の算出（表 2－17） 

柏崎刈羽原子力発電所の上空には訓練空域がないため，軍用航空機の落下確率 Pso を

求める式は，以下のとおりとなる。 

Pso＝(fso/So)･A 

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率(回/年) 

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率(回/年) 

So ：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた面積(㎞ 2) 

A ：発電用原子炉施設の標的面積(㎞ 2) 

 

表 2－17 落下確率の算出結果 

パラメータ 大型自衛隊機 大型米軍機 小型自衛隊機 小型米軍機 

fso＊ 4/20=0.2 3/20=0.15 11/20=0.55 1/20=0.05 

So＊ 294,000 372,000 294,000 372,000 

A 0.01 0.01 0.01 0.01 

Pso 6.80×10-9 4.03×10-9 1.87×10-8 1.34×10-9 

Pso（合計） 3.09×10-8 

注記＊：「NTEN-2023-2001 NRA 技術ノート 航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2

年）」（令和 5年 3月 原子力規制庁 長官官房技術基盤グループ）による。 

 

      以上より， 

      大型軍用航空機の落下確率（Pso（大型自衛隊機）＋Pso（大型米軍機））が 10-7(回/

炉･年)となる標的面積 A3(km2)を計算すると以下のとおりとなる。 

      A3＝10-7÷（6.80×10-9＋4.03×10-9）×0.01＝0.092(km2) 

 

      小型軍用航空機の落下確率（Pso（小型自衛隊機）＋Pso（小型米軍機））が 10-7(回/

炉･年)となる標的面積 A4(km2)を計算すると以下のとおりとなる。 

      A4＝10-7÷（1.87×10-8＋1.34×10-9）×0.01＝0.050(km2) 

 

   b. 外部火災の影響を考慮する施設から航空機落下位置までの距離 

「a. 標的面積」で求めたそれぞれの標的面積が，図 2－15に示す範囲になるように算

出した外部火災の影響を考慮する施設から標的面積部外周までの距離 L(m)を求める。標的

面積部外周を航空機落下位置とした場合の外部火災の影響を考慮する施設から航空機落下

位置までの距離を表 2－18 に示す。また，外部火災の影響を考慮する施設から航空機落下

位置までの位置関係を図 2－16に示す。 
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図 2－15 標的面積の考え方 

 

表 2－18 外部火災の影響を考慮する施設から航空機落下位置までの距離 

項目 
大型 

民間航空機 

小型 

民間航空機 

大型 

軍用航空機 

小型 

軍用航空機 

対象航空機 B747-400 Do228-200 KC-767 UH-2 

外部火災の影響を考慮する施

設から航空機落下位置までの

距離 L(m) 

258 149 77 35 

 

 

 

 

  

L 外部火災の影響を考慮する施設 

（原子炉建屋及び 

コントロール建屋等） 

10-7(回/炉･年) 

となる標的面積 L L 
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図 2－16 外部火災の影響を考慮する施設から航空機落下位置までの位置関係 

PN 

大型民間航空機 

大型軍用航空機 

小型民間航空機 

小型軍用航空機 

非常用ディーゼル発電設備 
燃料移送ポンプ（防護板） 

原子炉建屋

コントロール建屋

主排気筒 

タービン建屋 

軽油タンク

廃棄物処理建屋 
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3. 発電所敷地外の火災・爆発について 

 3.1 石油コンビナート施設の火災・爆発について 

   石油コンビナート等災害防止法で規制される新潟県内の特別防災区域は「直江津地区」「新潟

西港地区」「新潟東港地区」の三カ所存在するが，これらは，それぞれ柏崎刈羽原子力発電所か

ら約 39km，約 72km 及び約 84km であり，いずれも柏崎刈羽原子力発電所から 10km 以遠である

（図 3－1）。また，コンビナート等保安規則で規制される特定製造事業所が評価対象範囲に存

在しないことを新潟県防災局に確認した。以上より，評価対象範囲内に石油コンビナート等は

存在せず，発電用原子炉施設に影響を及ぼすことはない。 

 

注：図の位置は，おおよその場所を表している。 

図 3－1 新潟県内の石油コンビナート等特別防災区域の位置と 

柏崎刈羽原子力発電所までの距離 

  

 約39km 

 新潟東港地区 

 新潟西港地区 

 柏崎刈羽原子力発電所 

 直江津地区 

 約72km  約84km 
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 3.2 燃料輸送車両の火災・爆発について 

   燃料輸送車両（図 3－2参照）から発生すると考えられる飛来物を想定した上での評価を行っ

た。燃料輸送車両の爆発における飛来物の想定にあたり，BLEVE 現象（沸騰液膨張蒸気爆発）＊1

を引き起こす可能性がある液化石油ガス輸送車両のうち積載量が国内最大クラスのものの構造

図をもとに，飛来物化することが想定される部位を選定したところ，タンク本体・はしご・バ

ンパー部が抽出された。台車部等タンク下部に位置する部品は，爆発力の方向をふまえると，

発電用原子炉施設に到達せず，また横転した場合を考えても，下部の部品の飛散方向は発電所

周辺道路の地形の高まりや森林の樹木に干渉し発電用原子炉施設に到達しないことから影響は

ない。トレーラについては，鋼板で構成されており，その大きさからタンク本体の評価に包含

される。 

   抽出したトレーラの部位に対して，表 3－1のとおり液化石油ガス輸送車両の構造図，車両制

限令に定められる限界値及び「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」に例示の飛来物から，包

含される飛来物を設定する。 

   はしご及びバンパーの長さはともに 2.5m 程度である。棒状の物体は長さが大きくなると飛

距離が大きくなる傾向にあることから，保守的な評価として鋼製パイプ及び鋼製材については

車両制限令に定められる車両長さの最大限度の 16.5m での評価を実施する。 

   また，タンク板の破片としては鏡板部分の破損を想定し 2.5m×2.5m 程度が最大と考えられ

るが，平板は幅，長さが大きくなるほど，飛距離が大きくなる傾向にあることから，保守的な

評価としてタンクの半分が破片となる想定をする。幅は車両制限令に定められる車両の幅の最

大限度の 2.5m，長さを車両制限令に定められる車両長さの最大限度の 16.5m の平板について評

価を実施する。厚さについては，構造図から 0.01m とする。 

   竜巻飛来物の飛行解析モデル（Simiu and Cordes, 1976）（東京工芸大，2011）（江口ら,2014

及び 2015）と同じモデルを使用し，空中では物体はランダムに回転すると仮定し，外力として

は重力及び平均抗力（各方向に平均化した抗力係数と投影面積の積に比例して定義されるもの）

を受けるものとする。 

   「BLEVE 時の破片最大速度は 150-200m/s」＊2であることから，タンクローリ破片の初期速度

を保守的な設定となる 200m/s とする。 

 

  注記＊1 ：液化ガスを貯蔵するタンク火災等で，タンクが破損した場合に急激に液化ガスが気

化することに伴う爆発現象。 

    ＊2 ：The Handbook of Hazardous Materials Spills Technology 
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図 3－2 燃料輸送車両概要図 

 

表 3－1 想定飛来物の諸元・飛散距離 

飛来物の種類 
鋼製パイプ 

（はしご） 

鋼製材 

（バンパー） 

鋼板 

（タンク本体） 

サイズ(m) 
長さ×直径 

16.5＊1×0.05＊2 

長さ×幅×奥行 

16.5＊1×0.3＊3×0.2＊3 

長さ×幅×厚さ 

2.5＊1×16.5＊1×0.01＊4 

質量(kg) 69.3＊2 530＊3 3240 

最大飛散距離(m) 556 511 409 

離

隔

距

離

(m) 

建屋 

（原子炉建屋） 
818 

軽油タンク 793 

非常用ディーゼル

発電設備燃料移送

ポンプ（防護板） 

797 

主排気筒 874 

注記＊1 ：車両制限令に定められる車両の幅 2.5m，長さ 16.5m（高速自動車国道を通行するセミト

レーラ連結車）の最大限度。 

＊2 ：鋼製パイプの直径及び質量については，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」を参考

に設定した。直径 0.05m は，構造図上のはしごの直径約 0.04m を包絡する。 

＊3 ：鋼製材の幅，奥行及び質量は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」を参考に設定し

た。構造図上のバンパー部の幅約 0.3m，奥行約 0.2m と同程度である。 

＊4 ：積載 16t 液化石油ガスタンクローリの構造図よりタンク板厚 10mm。 

 

約 13m 

約 2.5m 

操作箱（接続口） 
トレーラ 

連結部 

消火器 

収納箱 
バンパー 

はしご 
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4. ばい煙及び有毒ガスの影響評価について 

 4.1 ばい煙による外部火災の影響を考慮する施設への影響 

  (1) 外気を取り込む空調系統（換気空調系） 

    外気を取り込む空調系統として，原子炉建屋換気空調系，非常用電気品区域換気空調系（非

常用ディーゼル発電設備非常用送風機含む。），中央制御室換気空調系，コントロール建屋計

測制御電源盤区域換気空調系，海水熱交換器区域換気空調系がある（図 4－1(a)，(b)，(c)）。 

    これらの換気空調系の外気取入経路には，バグフィルタ（粒径約 2μmに対して 80%以上を

捕獲する性能）を設置しているため，ばい煙が外気取入口に到達した場合であっても，一定

以上の粒径のばい煙については，バグフィルタにより侵入を阻止可能である。 

    上記系統のうち，中央制御室換気空調系については，ばい煙の侵入が予想される場合には，

外気取入ダンパを閉止し，再循環運転を行うことにより，ばい煙の侵入を阻止可能である（図

4－2）。 

    中央制御室換気空調系以外の換気空調系については，空調ファンを停止することにより，

ばい煙の侵入を阻止可能である。 

    なお，バグフィルタは，フィルタ差圧が上昇した場合，取替え部品を有していることから，

数時間程度で交換可能である。 

 

  (2) 外気を設備内に取り込む機器（非常用ディーゼル発電機） 

    非常用ディーゼル発電機の外気取入経路には，バグフィルタ（粒径約 2μm に対して 80％

以上を捕獲する性能）が設置されており，その入口と出口間には差圧を検知できる差圧感知

計を設置し監視しているため，バグフィルタが目詰まりし差圧が上昇した場合であっても，

バグフィルタの取替えが可能である。 

    なお，非常用ディーゼル機関は吸気系統から外気を取り入れているため，機関内にばい煙

が流入し，機関燃焼を阻止することが考えられるが，ディーゼル機関への外気取入経路に設

置しているバグフィルタによって一定（数μm）以上の粒径のばい煙粒子は捕獲される。バグ

フィルタにより捕獲されなかった小粒径のばい煙粒子は機関内に送気されるものの，シリン

ダまでの通気流路（過給機，空気冷却器）の隙間はばい煙粒子に比べて十分に大きいことか

ら，閉塞に至ることはない（図 4－3）。 

    また，非常用ディーゼル機関は，始動時のようなディーゼル機関の温度が低い場合には不

完全燃焼状態にあり，燃焼室において大量のばい煙が発生している。このような環境下にお

いても通常運転を継続していることから，外気とともにバグフィルタを通過したばい煙が機

関に損傷を与えることや運転機能を阻害することはないと判断される。 

 

  (3) 室内の空気を取り込む機器（安全保護系） 

    安全保護系設備は，現場盤が非常用電気品室，安全保護系盤が中央制御室に設置してある。

非常用電気品室への外気取入経路にはバグフィルタ（粒径約 2μmに対して 80%以上を捕獲す

る性能）を設置していることから，一定以上の粒径のばい煙については侵入を阻止すること

が可能である。バグフィルタにより捕獲しきれなかったばい煙が非常用電気品室に侵入した

場合においても，空調ファンを停止することでばい煙の侵入を阻止することが可能である。 
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    また，中央制御室への外気取入経路にはバグフィルタを設置していることから，一定以上

の粒径のばい煙については侵入を阻止することが可能である。バグフィルタにより捕獲しき

れなかったばい煙が中央制御室内に侵入する可能性がある場合，及び中央制御室内において

ばい煙が流入したことを煙や異臭で確認した場合等は，当直長の指示により，非常時モード

へ切り替えることにより，隔離が可能であり安全保護系設備に影響はない（図 4－4）。 

    なお，中央制御室に侵入する可能性のあるばい煙の粒径は，おおむね 2μm以下の細かな粒

子であると推定されるが，計測制御系の盤等において，数μm程度の線間距離となるのは，

集積回路（IC 等）の内部であり，これらの部品はモールド（樹脂）で保護されているため，

ばい煙が侵入することはない。また，端子台等の充電部が露出している箇所については，端

子間の距離は 10-1mm あることから，ばい煙が付着しても，直ちに短絡等を発生させることは

ない。したがって，万が一，細かな粒子のばい煙が盤内に侵入した場合においても，ばい煙

の付着等により短絡等を発生させる可能性はない。 
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図 4－1(a) 原子炉建屋換気空調系 

 

 

図 4－1(b) コントロール建屋換気空調系 

 

 

図 4－1(c) タービン建屋換気空調系  
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（再循環運転時） 

 

図 4－2 中央制御室換気空調系の系統概略図 
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図 4－3 ディーゼル機関吸気系統概略図 
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図 4－4 中央制御室外火災発生に伴う中央制御室隔離手順概要フロー 

  

当直長は，中央制御室外火災発生に伴う有毒ガス発生により，中央制御室内にば

い煙等が流入する可能性がある場合，及び中央制御室内においてばい煙等が流入

したことを煙や異臭で確認した場合は，中央制御室隔離を操作員に指示する。 

中央制御室換気空調系を非常時モードに切替え 

火災収束・ばい煙

等の異常なし 

非常時モードにおける外気

取入停止可能時間超過＊ 

 

非常用外気取り入れダンパを開にし，外気を取り

入れる（中央制御室換気後，必要に応じて閉じる） 

中央制御室換気空調系を通常モードに切替え 

Yes 

Yes 

No 

No 

注記＊：72 時間（CO２濃度制限値 0.5%を基準に外気取入停止可能時間を求めた値） 
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 4.2 有毒ガスによる中央制御室居住性への影響 

   中央制御室換気空調系は，外気を遮断し，再循環させる非常時モードに切り替えることがで

き，外気との遮断が長期にわたり室内の空気が悪くなった場合は，外気取入モードに切り換え，

外気を取り入れることができる。また，外気からの空気取り込みを一時的に停止した場合に，

活動に支障のない酸素濃度の範囲にあることを正確に把握するため，酸素濃度計を配備する。 

   外気取入遮断時の中央制御室内に滞在する運転員の操作環境の悪化防止のため，酸素濃度及

び二酸化炭素濃度について評価を行い，中央制御室の居住性に影響がないことを確認する。 

 

  4.2.1 外気取入遮断時の中央制御室居住性評価 

     外部火災時の中央制御室の居住性の評価として，外気取入遮断時の中央制御室内に滞在

する運転員の作業環境の劣化防止のため，酸素濃度及び二酸化炭素濃度について評価を行

う。なお，中央制御室内には，燃焼による二酸化炭素の排出や酸素を消費する機器はなく，

非常用ディーゼル発電機の火災時に消火設備より二酸化炭素が放出されたとしても，中央

制御室換気空調系との系統分離及び給・排気口の位置的分散が図られており，中央制御室

内に二酸化炭素が取り込まれることはないことから，在室人員の呼吸のみを想定し評価を

行う。 

 

   (1) 酸素濃度評価 

     「空気調和・衛生工学便覧 空調設備編」に基づき，酸素濃度を評価する。 

 

    a. 評価条件 

・在室人数：18 人（運転員定数） 

・中央制御室バウンダリ内体積：17128m3 

・評価結果が保守的になるよう空気流入はないものとする。 

・初期酸素濃度：20.95%（成人呼吸器の酸素量） 

     ・1人あたりの呼吸量：1.44m3/h（事故時の運転操作を想定し，歩行時の呼吸量を適用） 

     ・1人あたりの酸素消費量：0.066m3/h（歩行（中等作業相当）での O2消費量） 

・許容酸素濃度：18%以上（労働安全衛生規則） 

     ・評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し 24 時間＊とする。 

 

注記＊：外部火災影響評価にて長期間の影響をもたらす，航空機墜落による火災と軽油タンク火災の

重畳を考慮すると，約23時間が火災の継続時間となることから，24時間で評価を実施する。 

 

    b. 評価結果 

      上記評価条件から求めた酸素濃度の時間変化は，表 4－1 のとおりであり，24 時間外

気取入れを遮断したままでも，中央制御室内に滞在する運転員の作業環境に影響を与え

ない。 
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表 4－1 酸素濃度の時間変化 

時間 6 時間 12 時間 24 時間 許容濃度 

酸素濃度(%) 20.9 20.8 20.7 18%以上 

 

   (2) 二酸化炭素濃度評価 

     「空気調和・衛生工学便覧 空調設備編」に基づき，二酸化炭素濃度を評価する。 

 

    a. 評価条件 

     ・在室人数：18 人（運転員定数） 

・中央制御室バウンダリ内体積：17128m3 

・評価結果が保守的になるよう空気流入はないものとする。 

・初期二酸化炭素濃度：0.030%（原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関す

る規程（ＪＥＡＣ４６２２-2009）） 

・1人あたりの二酸化炭素吐出量：0.046m3/h（事故時の運転操作を想定し，中等作業で

の吐出量を適用） 

・許容二酸化炭素濃度：0.5%以下（労働安全衛生規則） 

     ・評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し 24 時間とする。 

 

    b. 評価結果 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度の時間変化は，表 4－2 のとおりであり，24

時間外気取入れを遮断したままでも，中央制御室内に滞在する運転員の作業環境に影響

を与えない。 

 

表 4－2 二酸化炭素濃度の時間変化 

時間 6 時間 12 時間 24 時間 許容濃度 

二酸化炭素濃度(%) 0.06 0.09 0.15 0.5%以下 

 

  4.2.2 敷地外の火災源からの有毒ガス評価 

     発電所南西 39km には石油工業関連施設（石油コンビナート等特別防災区域直江津地区）

があるが，発電所周辺地域には存在しない。 

     主要道路，鉄道路線及び一般航路と発電所の間には，十分な離隔距離が確保されている

ため，車両，船舶，石油工業関連施設の事故時に発生する有毒ガスが外部事象防護対象施

設に影響を及ぼすことはない。 
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